
岩出市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

はじめに 

 都市化が進む岩出市では、住民ニーズが多種多様化し、厳しい財政状況の下、限られた

人材で質の高い住民サービスを提供することは容易ではありません。しかし、そのような

中にあっても、職員が自分のライフステージに合わせて、仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）のとれた職場環境づくりを目指し、この計画を策定します。 

 

１．目的 

岩出市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」と

いう。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。

以下「法」という。）第１５条に基づき、岩出市長、岩出市議会議長、岩出市教育委員会、

岩出市選挙管理委員会、岩出市代表監査委員、岩出市公平委員会、岩出市農業委員会が協

同策定するものです。 

 

２．計画期間 

本計画の期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間とします。 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

組織全体で女性職員の活躍を推進するため、人事担当課が主体となり、本計画に基づ

く取組の実施状況を把握し、職員に対し情報提供を行うとともに、必要に応じて計画の

見直しを行うこととします。 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

法第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事

業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」

という。）第２条に基づき、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把

握し、改善すべき事情について分析を行いました。当該課題分析の結果、女性職員の活躍

を推進するため、次のとおり目標を設定します。 

  

（１） 年次有給休暇取得の推進 

職員の年次有給休暇の平均の取得率を平成２６年度の実績（１６．５％）より２割以上

引き上げ、１９．８％以上の取得を目標にします。 

 

（２） 子どもの出産時における父親の休暇の取得促進 

制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇の取得割合を１０



０％にします（平成２６年度の実績（５０％））。 

 

５．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期 

４．で掲げた目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施します。 

  

（１） 年次有給休暇取得の推進 

管理職が、部下の年次有給休暇取得状況を把握し、計画的な年次有給休暇の取得の指導

を行います。また、職員が安心して年次有給休暇の取得ができるよう、休暇を取りやすい

雰囲気の醸成や環境整備を行います。 

 

（２） 子どもの出産時における父親の休暇の取得促進   

男性職員の配偶者出産休暇は、平成２６年度実績では、２人中１人の取得状況でありま

した。男性職員の家事や育児への積極的な参加は、男性職員の働き方に対する意識改革に

つながり、女性職員の活躍推進のためにも不可欠です。更に、そのような経験を得ること

は、多様な価値観の醸成等を通じ、職務における視野を広げるなど、男性自身のキャリア

形成にも有用と考えられます。そのためにも、男性も子どもの出産時において休暇が取得

できることや、制度の趣旨及び内容等について周知するとともに、職場の意識改革を進め、

子どもの出産時における休暇等を取得しやすい雰囲気を醸成します。 

 

おわりに 

 岩出市において、今後も職場全体で職業生活と家庭生活に必要な環境づくりに努めてま

いります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


